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IASBとFASBの
新しいリース会計基準に関する比較考察
加 藤 久　明
Ⅰ．はじめに
　国際会計基準審議会（IASB）とアメリカの財務会計基準審議会（FASB）は，長年にわたっ
てリース会計の現行基準（IAS17，Topic840）を改定する共同プロジェクトを進めてきたが，そ
の成果として，IASBは2016年 1 月にIFRS16，FASBは同年 2 月にTopic842を完成させ，これ
をもって新しいリース会計基準とすることを発表した。IFRS16は2019年 1 月から，Topic842は
公開企業の場合は2018年12月から適用することが予定されている。
　新基準（IFRS16，Topic842）が完成するまでには，様々な紆余曲折があった。それを詳述す
ることは避けるが1），共同プロジェクトで発表された両審議会の主な公式見解として，2009年の
ディスカッション・ペーパー（IASB［2009］：以下，DP という），2010年の公開草案（IASB
［2010］：以下，ED1という），2013年の再公開草案（IASB［2013］：以下，ED2という）がある。
それ以前から両審議会は現行基準を改定する必要があるとの認識を共有しており，いわゆるG4
＋ 1 の報告書として，1996年のスペシャル・レポート（McGregor［1996］）と2000年のポジシ
ョン・ペーパー（Nailor and Lennard［2000］）がある。これだけを見ても新基準が完成するま
でに20年の歳月を要しており，しかも，公開草案が二度も出されるという異例の事態を経てい
る。
　ところが，両審議会は同じ結論に達したわけではなく，IFRS16とTopic842には重要な違い
がある。本稿では，IFRS16を中心に検討しながらTopic842との相違を明らかにし，長年にわ
たる現行基準の改定作業がどのように終結したのかを確認していくことにする。なお，新基準
は，現行基準とは異なり，リースの識別（その契約がリースであるか否かの判定）や対象資産
の特定，契約の構成要素の識別とそれに対する契約対価の配分方法等について詳述しており，
それが新基準の特徴のひとつをなしているが，これについては本稿では扱わないものとする。
また，新基準ではレシー（借手）とレサー（貸手）の会計処理を規定しているが，本稿ではレ
 1） 共同プロジェクトの経緯については , あずさ監査法人［2016：2‒6頁］で簡潔にまとめられている。
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シーの会計処理について検討していくことにする。
Ⅱ．IASBの新基準（IFRS16）の概要
（1）　IAS17との相違
　IAS17では，リースをファイナンス・リース（以下，FLという）とオペレーティング・リー
ス（以下，OLという）に分類し，その主な分類基準として，いわゆる所有権移転基準，割安
購入選択権基準，経済的耐用年数基準，現在価値基準，特別仕様基準がある（IAS17：par.10）。
これは，リース物件（以下，原資産という）の所有に伴うリスクと経済価値がレサーからレシ
ーに全部移転するか否かによってリースの会計処理を区別するものであり（IAS17：par.8），そ
の考え方はリスク・経済価値モデルと呼ばれている2）。
　すなわち，解約不能なリースが分類基準のいずれか 1 つを満たす場合は，リスクと経済価値
が全部移転すると考えて，当該リースの経済的実質は「原資産の売買」と同じであるとみなす。
そのようなリースはFLに分類して，レシーは取得した原資産とその支払義務を資産及び負債
として計上（オンバランス）する。それ以外の場合は，リスクと経済価値が全部移転するもの
ではなく，当該リースの経済的実質は法的形式と同じく「原資産の賃貸借」であるとみなす。
そのようなリースはOLに分類して，レシーは原資産の使用というサービスを受けることの対
価として費用を計上（オフバランス）する。つまり，IAS17におけるリース・オンバランス化
の論理は原資産売買との経済的同質性にあり，それによりリースと原資産売買の比較可能性を
確保することを意図している。
　これに対して，IFRS16では，レシーはリースをFLとOLに分類することなく，原則として
全てのリースをオンバランスする。短期リースと少額資産リースはオフバランス可能であるが，
その取扱いは，コスト・ベネフィットの観点から認められる例外的な免除規定（recognition 
exemptions）である（IFRS16：par.5，BC87，BC98‒BC99）。短期リースは，リース期間が12
か月以内の場合で，購入オプションが付されているものを除く（IFRS16：Appendix A）。また，
少額資産リースは，原資産の価値が新品の状態で5,000USドル程度以下の場合（たとえば，パ
ソコンやオフィス用品など）を審議の過程で想定していたことが明らかにされている（IFRS16：
par.BC100）3）。
　レシーが全てのリースをオンバランスする考え方は使用権モデル（right-of-use accounting 
 2） 一般的には「リスク・経済価値アプローチ」と呼ばれ，いわゆる「財務構成要素アプローチ」との用語の
対比で使われることが多いが，本稿では，「使用権モデル」との用語の対比をはかるため，「リスク・経済価
値モデル」と呼ぶことにする。
 3） 短期リースと少額資産リースの免除規定とは別に，いわゆる重要性の原則も適用される。IFRS16では，重
要性について明示的なガイダンスを設けていないが，そのこと自体は他の IAS及び IFRSでも同様であり，
概念フレームワーク及びIAS1に基づいて検討することとしている（IFRS16：par.BC84‒BC86）。
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model）と呼ばれ，その方向性で現行基準を改定することは，共同プロジェクトの当初から一
貫して採用されてきた4）。その考え方によれば，全ての契約は当事者に権利と義務をもたらすが，
リースという契約の場合には，レシーは原資産の使用権を取得し，その対価として支払義務を
負う。この使用権と支払義務は概念フレームワークにおける資産及び負債の定義と合致するか
ら，レシーはリースをオンバランスすべきであるという論理が展開される（IFRS16：par.BC19
‒BC27）5）。このように，使用権モデルにおけるリース・オンバランス化の論理は概念フレームワ
ークとの整合性にあり，それによりリースそれ自体の経済性を財務諸表に反映させることを意
図している。
　以上のように，IAS17と IFRS16では，リース・オンバランス化の論理が異なることから，レ
シーが認識する資産の性質も異なることに注意しておきたい。すなわち，IAS17でオンバラン
スされるリースは「原資産の売買」として処理されているから，レシーが認識する資産は原資
産そのもの（leased asset：リース資産）である。これはリスク・経済価値モデルによるもので
あり，オンバランスされるリースはリスクと経済価値がレシーに全部移転しているから，当初
認識における資産及び負債の金額は原資産の公正価値と概ね等しいことが想定されている。
　それに対して，IFRS16でオンバランスされるリースは，いわば「使用権の売買」として処理
されているから，レシーが認識する資産は使用権（right-of-use asset：使用権資産）である。こ
れは使用権モデルによるものであり，使用権は，原資産の経済的耐用年数のうちリース期間に
限って原資産を使用する権利であるから，その金額が原資産の公正価値と等しいか否かは問題
にならない。使用権を取得することの対価として支払いを要する金額，すなわちリース期間に
わたる支払額（リース料総額の現在価値）が使用権の取引価額であり，それが当初認識におけ
る資産及び負債の金額となる。つまり，IFRS16のリース・オンバランス化で重要なことは，リ
スクと経済価値の全部移転ではなく使用権の移転であり，その権利が移転する期間すなわち契
約の継続が確実な期間を示すものとしてリース期間を決定することであるといえる。
（2）　契約の強制可能性とリース期間の決定
　そうすると，契約上のリース期間とは別に，会計目的でリース期間をどう評価するのかが問
題となる。これについて，IFRS16では，「解約不能期間に，レシーが更新オプションを行使す
る（または解約オプションを行使しない）ことが合理的に確実である期間を含める」（IFRS16：
 4） 角ヶ谷［2013：47頁］。なお，DP，ED1，ED2の概要とコメント・レターなどのフィードバック，審議の
過程等については，IFRS16（par.BC5‒BC18）とTopic842（par.BC18‒BC28）で簡潔にまとめられている。
 5） リース終了時に原資産を返却することもレシーの義務として生じているが，IFRS16では，原資産の返却
義務は概念フレームワークの負債の定義に合致しないとしている。その主な理由として，リース終了時に
は，レシーは原資産の経済的便益に対する支配を喪失しており，原資産に残っている経済的便益を得る権利
はなく，レサーに返却するために原資産を保管しているだけであるから，その立場は資産の管理人（asset 
custodian）であるにすぎないとしている（IFRS16：par.BC28‒BC31）。
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par.18）としている6）。このとき，レシーが更新や解約または購入に係るオプションを行使する
（または行使しない）ことが「合理的に確実」（reasonably certain）か否かは，当該オプション
を行使する（または行使しない）ことについてレシーに経済的インセンティブをもたらす事実
や状況を考慮して判断する。
　その判断材料として，IFRS16では，①市場のレートと比較したオプション期間の契約条件
（リース料，変動リース料，解約のペナルティや残価保証の金額，オプション期間終了後に行使
可能な購入オプションの価額など），②契約期間中に行った原資産の著しい改良が，オプショ
ンの行使可能日にレシーにとって重要な経済的便益を有していること，③リースの終了に伴う
コスト（交渉や再配置のコスト，レシーのニーズに合う代替資産を探すコストやそれを業務に
組み込むコスト，解約のペナルティ，所定の状態にして返却するコストや所定の場所に返却す
るコストなど），④レシーの業務における原資産の重要性（原資産が特別仕様であること，原資
産の設置場所，代替資産の利用可能性など），⑤オプションを行使する条件とその条件が達成さ
れる可能性が高いことを挙げている（IFRS16：par.B37）7）。
　先述のリース期間の定義でいう「解約不能」と「合理的に確実」という表現は，IAS17（par.4）
でも使われているが，IFRS16の表現の背後には契約の強制可能性（enforceability）という考え
方が含まれており，それがひとつの重要な特徴をなしている。すなわち，IASBは，IFRS16の
適用範囲を明確にする目的で，契約（contract）を「強制可能な権利と義務をもたらす当事者
間の合意」（IFRS16：Appendix A）と定義しており，そのような契約を検討の対象としている
（IFRS16：par.BC127）。そのため，リース期間の決定にあたっては，契約の定義に従って，契
約を強制できる期間を検討しなければならない（IFRS16：par.B34）。言うまでもなく，そのこ
とは，使用権資産とリース料支払義務の資産性及び負債性を裏付けるものとなる。
　これについて，解約不能期間が強制可能であることに異論はなく，したがって，まずはそれ
がリース期間の基礎となる。それに加えて，リースによっては解約に際して事前（たとえば，
解約希望日の 1 か月前）に通知が必要な場合があるが，そのような事前通知期間（notice period）
も，その期間内に解約することはできないのであるから，解約不能期間と同様に強制可能であ
り，リース期間に含める。逆に，更新オプションについて，レサーの承諾を得なければレシー
がリースを更新することができない場合には，その期間は強制可能ではないので，リース期間
 6） レサーだけが解約オプションを有している場合は，レサーが解約オプションを行使しなければ（または，
レサーが解約オプションを行使するまでは），レシーにとって原資産の使用権に対する支払いは無条件の義
務であるから，そのオプション期間はリース期間の決定においては無視して解約不能期間に含める（IFRS16：
par.B35, BC128）。
 7） その他にも，IFRS16では，解約不能期間が短いほど，代替資産を入手するためのコストが高くなるので，
更新オプションを行使する（または解約オプションを行使しない）可能性が高い。また，レシーが特定の種類
の資産をどれくらいの期間，どのような経済的理由で使用していたのかということに関する過去の実績も，
オプションの行使が合理的に確実か否かの判断材料になることがあるとしている（IFRS16：par.B39‒B40）。
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に含めない。同様に，解約オプションについて，レシーとレサーが互いに相手の承諾を得ず，
少額のペナルティで解約できる権利を有している場合にも，その期間は強制可能ではないので，
リース期間に含めないことになる（IFRS16：par.B34，BC127）8）。
　したがって，たとえば，リース期間 3 年で，その後に上述のような更新オプションが 2 年間
ある場合には，リース期間 3 年として資産及び負債を認識・測定する。同様に，リース期間 5
年で， 3 年経過後に上述のような解約オプションが有効となる場合にも，リース期間 3 年とし
て資産及び負債を認識・測定する。IFRS16では，この 2 つのリースはリース期間が同じであり，
同じ経済性をもつものとして処理されることになる。
Ⅲ．FASBの新基準（Topic842）との相違
　以上のように，IFRS16では使用権モデルを採用しており，レシーは原則として全てのリース
をオンバランスする。レシーはリースを分類することなく，会計処理の在り方も原則として全
てのリースについて同様である。これをシングル・アプローチと呼ぶことにしよう。一方で，
ED2でも使用権モデルを採用していたが，リース期間中に原資産の経済的便益の重要な部分が
消費される場合はタイプAリース，そうでない場合はタイプBリースに分類して，どちらのタ
イプのリースでもレシーがオンバランスすることに変わりはないが，異なる会計処理を適用す
るとしていた（ED2：par.28‒30，BC40‒BC49）。これをデュアル・アプローチと呼ぶことにす
る。つまり，使用権モデルでリースをオンバランスするにしても，レシーの会計処理には 2 つ
のアプローチがありうるというわけである9）。
　具体的にいえば， 2 つのアプローチの主な相違は費用の認識にある。すなわち，シングル・
アプローチの場合，レシーは，全てのリースに対して現行基準のFLと同様な会計処理を行う
ので，使用権資産の減価償却費とリース負債の利息費用を計上する。通常，減価償却費は，所
 8） 強制可能性の考え方をこのように適用すると，当事者が実際には解約は生じないであろうと知りながら，
リースをいつでも解約できるとする条項を契約に組み込む可能性がある。そのようなリースは，ともすれば
会計基準のループホール（抜け穴）となり，短期リースとしてオフバランスされることになりかねない。
 　これについて，IASBは，仮にそのような条項が契約に組み込まれるとしたら，そのリスクはリース料の
決定に影響を与えるであろうし，当事者双方の経済的インセンティブを損なわせる場合が多いので（たとえ
ば，いつでも解約できるとする条項を契約に含め，さらにレサーが解約は生じないという前提でリース料を
設定すると，レサーは予想以上に高い残存資産リスクに晒されることになる。そこで，そのような条項を契
約に含める場合には，レサーは解約が生じるかもしれないと考えて高めのリース料を設定することになる
が，そうすると，解約するつもりがないレシーは当該リースを契約しようと思わなくなる），そのような条
項が契約に組み込まれる可能性は低いであろうとしている（IFRS16：par.BC129）。
 9） IFRS16では，随所で “single lessee accounting model”と “dual lessee accounting model”と呼んでいるが
（IFRS16：par. IN8など），本稿では，「使用権モデル」との用語の重複を避けるため，「シングル・アプロー
チ」と「デュアル・アプローチ」と呼ぶことにする。
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有権の移転が生じることが確実な場合は原資産の経済的耐用年数にわたって計上し，そうでな
い場合はリース期間にわたって計上する。利息費用は，リース負債の残高に対して一定の利率
となるように，いわゆる利息法（eﬀ ective interest method：実効金利法）を適用してリース期
間にわたって計上する。
　一方，デュアル・アプローチの場合，レシーは，タイプAリースではシングル・アプローチ
と同様に費用の認識を行うが，タイプBリースでは減価償却費と利息費用をまとめてリース費
用とし，それを毎期一定額で計上する。具体的には，リース費用のうち，利息費用相当額は利
息法で計算され，減価償却費相当額はリース費用から利息費用相当額を控除して計算される。
そして，そのリース費用は，リースのコストをリース期間にわたり定額で配分した金額として
計算される（ED2：par.42, 50, B16）。よって，定額のリース料のみが毎期発生する単純なケー
スでいえば，毎期のリース料と等しい金額がリース費用として計上されることになり，その損
益作用は現行基準のOLと同じになる10）。
（1）　IFRS16のシングル・アプローチ
①　シングル・アプローチが採用された理由
　もともと，ED2でデュアル・アプローチが採用されたのは，リースの多様な契約内容を考慮
してのことであり，様々なリースの経済的実態を会計的に表現するためには，単一の会計処理
では限界があるという理解によるものであった（ED2：par.BC39）11）。それに対して，IFRS16で
は，審議の過程で利害関係者ごとにリースの経済性に対する見解が異なり，タイプAリースと
タイプBリースの会計処理に賛否両論はあったものの，レシーが減価償却費と利息費用を計上
することについては，多くの財務諸表利用者の財務分析に有用な情報を提供しうるものである
ことが確認された。また，非金融性の資産（使用権資産）と金融性の負債（リース負債）が計
上されているにもかかわらず，タイプBリースの場合は，それに伴う減価償却費と利息費用が
計上されないことや，使用権資産の償却パターンが他の固定資産とは異なること（すなわち，
利息費用相当額は利息法により毎期逓減的に計上されるが，リース費用は毎期一定額で計上さ
れるため，その差額として計算される減価償却費相当額は毎期逓増的に計上されることになる）
など，理論上の問題も検討された。さらに，実務上の問題として，タイプAリースとタイプB
リースで費用の認識が異なると，現行基準のFLとOLで行われているのと同様に，企業が特定
の結果を意図してリースを組成する可能性があるという懸念を払拭することや12），企業がリース
10） ED2のレシーの会計処理については，加藤［2015：100‒103頁］を参照。
11） 具体的にいえば，原資産が不動産以外（設備や輸送機器など）の場合はタイプAリース，不動産（土地
や建物）の場合はタイプBリースに分類される（ED2：par.29‒30，BC50）。前者と後者では，一般に原資産
の経済的便益の消費の在り方や経済的耐用年数の長さが異なるため（ED2：par.BC51‒BC52），ED2のデュ
アル・アプローチは，その違いを反映するものであるとされていた。
12） リースの分類操作と会計操作については，加藤［2007：196‒205頁］を参照。
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の分類とデュアル・アプローチに対応した会計システムを構築する必要性を取り除くことで，
適用コストと煩雑さを軽減することも検討された（IFRS16：BC41‒BC56）。
　以上の点をふまえて，IFRS16では，ED2のデュアル・アプローチを棄却して，シングル・ア
プローチを採用することに変更されたのである。なお，ED1でもシングル・アプローチを採用
していたが，IFRS16はED1と同じではない。レシーが原則として全てのリースをオンバランス
するという意味では同じであるが，ED2ではED1に対して指摘された資産及び負債の測定に関
する問題点の多くが解消されており，IFRS16は，それをふまえたものとなっている13）。
②　計算例
　具体的に，IFRS16の会計処理を例示すると，設例 1のようになる。なお，IFRS16の会計処
理では，更新や解約または購入に係るオプションをはじめ，変動リース料や残価保証，当初直
接コストや原状回復コスト，リース条件の変更とそれに伴うリース期間の見直しや資産及び負
債の再評価，使用権資産の減損など，多くの測定上の個別論点があるが，設例 1ではそれらを
捨象している。設例 1は，定額のリース料のみが毎期発生する単純なケースを想定している。
【設例 1：シングル・アプローチ】
前提条件
（1）リース期間　 3 年（解約不能）
リース開始日　第 1 年度期首
（2）リース料　CU2,400を各年度末に支払う
割引率6.87％で計算したリース料総額の現在価値　CU6,313
（3）所有権の移転　ない
（4）使用権資産の償却方法　定額法，直接法
13） たとえば，リース期間の決定は，ED1，ED2，IFRS16で次のように検討が重ねられている。
 　ED1では，企業の合理的な予想を反映させるため，リース期間を「発生する可能性が発生しない可能性よ
りも高い最長の期間」とし，更新オプションや解約オプションの行使可能性を考慮に入れて決定するとして
いた（ED1：par.B16‒B18，BC118）。しかし，とくにオプションの行使可能性について，その閾値の低さに
反対する意見が多く（ED2：par.BC139），解約可能なリースがオンバランスされる可能性もあった（佐藤
［2013：58頁］，加藤［2015：93‒94頁］）。
 　ED1の問題点を受けて，ED2では，強制可能な契約期間を反映させるため，リース期間を「解約不能期間
に，レシーが更新オプションを行使する（または解約オプションを行使しない）ことについて重要な経済的
インセンティブがある期間を含める」（ED2：par.25，B2，B5，BC108）とした。この考え方は概ね支持さ
れたが，重要な経済的インセンティブがあるか否かの判断が困難で主観的になるなど，いくつかの懸念も指
摘された（IASB/FASB［2014］，あずさ監査法人［2014：10頁］）。
 　ED2の考え方を引き継いで，IFRS16では，リース期間を「解約不能期間に，レシーが更新オプションを
行使する（または解約オプションを行使しない）ことが合理的に確実である期間を含める」（IFRS16：par.18，
B37）とした。もともと，現行基準では，オプション期間をリース期間に含める場合に高い閾値（IAS17で
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レシーの会計処理
日付 借 方 科 目 金額 貸 方 科 目 金額
第 1 年度 期首 使 用 権 資 産 6,313 リー ス 負 債 6,313
第 1 年度 期末 リー ス 負 債 1,966（*1） 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 434（*2）
減 価 償 却 費 2,104（*3） 使 用 権 資 産 2,104
第 2 年度 期末 リー ス 負 債 2,101 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 299（*4）
減 価 償 却 費 2,104 使 用 権 資 産 2,104
第 3 年度 期末 リー ス 負 債 2,246 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 154（*5）
減 価 償 却 費 2,105 使 用 権 資 産 2,105
（＊1）リース負債の償却額＝㵁ース料CU2,400－利息費用CU434（＊2）＝CU1,966
（＊2）利息費用＝㵁ース負債残高CU6,313×実効利子率6.87％＝CU434
（＊3）減価償却費＝原資産取得原価CU6,313÷㵁ース期間 3 年＝CU2,104
（＊4）利息費用＝㵁ース負債残高（CU6,313－CU1,966）×実効利子率6.87％＝CU299
（＊5）利息費用＝㵁ース負債残高（CU6,313－CU1,966－CU2,101）×実効利子率6.87％＝CU154
（2）　Topic842のデュアル・アプローチ
①　デュアル・アプローチが採用された理由
　IFRS16ではED2を変更してシングル・アプローチが採用されたのに対して，Topic842では
ED2を維持してデュアル・アプローチが採用された。どちらのアプローチも使用権モデルを基
礎とするものであり，使用権資産とリース料支払義務の資産性及び負債性について，その理論
的根拠を概念フレームワークの資産及び負債の定義との整合性に求めている点に変わりはない
（Topic842：par.BC32‒BC38）14）。
　Topic842でデュアル・アプローチが採用された主な理由は，リースごとに原資産の性質や経
済的便益の消費の在り方が異なり，リース期間の長さも原資産の経済的耐用年数に近いことも
あれば，そのごく一部にすぎないこともあるので，そのようなリースごとの経済性の相違を財
 は “reasonably certain”，Topic840では “reasonably assured”）を設けているが，両審議会は，その閾値が実
務で上手く機能していると考えており，ED2の重要な経済的インセンティブによる判断も現行基準と同様の
閾値であることを意図していたので，無用な誤解を避けて実務の簡便性を高めるために「重要な経済的イン
センティブ」という用語を使わないこととし，現行基準の表現を踏襲することで現行基準の閾値を変更する
意図がないことを明確にしたのである（ED2：par.BC140，IASB/FASB［2014］，あずさ監査法人［2014：
10頁］）。
 　このように，リース期間の決定は，ED1の問題点がED2で解消され，その取扱いの意図が明確にされる形
で IFRS16に引き継がれた。なお，リース期間の決定については，Topic842でも同様に考えられている
（Topic842：Summary p.3，Glossary，par.BC193‒BC196）。
14） Topic842では，原資産の返却義務が負債性を有さないことについても，概念フレームワークの負債の定義
に合致しないことを確認し，IFRS16と同様の結論（本稿注 5 を参照）に達している（Topic842：par.BC35‒
BC37）。
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務諸表に忠実に反映させるためには，たとえ使用権資産の償却パターンが他の固定資産と異な
ることがあるとしても，デュアル・アプローチによることが適切であると考えられたからであ
る。また，アメリカの実務界では，シングル・アプローチの方がそれに対応した会計システム
を構築するのに多くのコストがかかると考える人々が多く，シングル・アプローチがアメリカ
の税法等との不一致をもたらすことを考えれば，追加的なコストが生じることも懸念された
（Topic842：par.BC49‒BC50）。このように，FASBの考え方は IASBと同じではなく，アメリ
カ固有の事情もふまえてIASBとは異なる決定を行い，ED2のデュアル・アプローチを維持す
ることとしたのである。
　ただし，ED2では，タイプAリースとタイプBリースの分類を原資産の経済的便益の消費の
程度によることとし，これを「消費の原則」（consumption principle）と呼んでいたが（ED2：
p.8），Topic842では，その原則によるリースの分類は棄却された。その主な理由は，多くの
FASBのメンバーがTopic840のキャピタル・リース（IAS17のFLに相当する）はタイプAリ
ース，Topic840のOL（IAS17のOLに相当する）はタイプBリースと同様に処理することを適
切と考えていたが，消費の原則でリースを分類すると，Topic840のOLの多くがタイプAリー
スになるので，彼らが適切と考えるようにリースを処理する結果にならないことが問題とされ
たからである。また，実務上，Topic840の分類基準（所有権移転基準，割安購入選択権基準，
経済的耐用年数基準，現在価値基準）は，レシーのガイダンスとして上手く作られており，ア
メリカの税法等とも実質的に整合しているので，消費の原則を適用するよりもTopic840の分類
基準を維持した方が，企業の適用コストは少ないであろうということも検討された（Topic842：
BC54‒BC55）。
　そこで，消費の原則に代えてTopic842で採用されたのは，IAS17の分類基準（所有権移転基
準，割安購入選択権基準，経済的耐用年数基準，現在価値基準，特別仕様基準）であった。レ
シーは，そのいずれか 1 つを満たす場合はFL，それ以外の場合はOLに分類する（Topic842‒
10‒25‒2から842‒10‒25‒3）。つまり，ED2の消費の原則を現行基準の分類基準に置き換えるこ
とで，タイプAリースはFL，タイプBリースはOLに分類されるようにしたというわけであ
る。なお，経済的耐用年数基準と現在価値基準の判断について，Topic840では，リース期間が
原資産の経済的耐用年数の「75％以上」，リース料総額の現在価値が原資産の公正価値の「90％
以上」とされていたが（Topic840‒10‒25‒1），Topic842では，IAS17と同様に「大部分」（major 
part），「概ね一致」（substantially all）という表現に改められた（Topic842‒10‒25‒2）。しかし，
Topic842の適用指針（implementation guidance）では，「75％以上」，「90％以上」を目安とす
ることが明記された（Topic842‒10‒55‒2）。
②　リースを分類することの意味
　この分類基準に限っていえば，Topic842は，Topic840の分類基準に特別仕様基準が追加され
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た点を除き，Topic840と実質的に同じであり，あまり変わり映えがしない。Topic840の75％と
90％という数値基準は，オンバランスかオフバランスかを分けるブライトラインの境界線（bright-
line thresholds）として長年にわたり批判されてきたが，それも適用指針として残されている。
　しかし，Topic842はED2のデュアル・アプローチを引き継ぐものであり，FLもOLも使用権
資産とリース負債がオンバランスされるという点で（Topic842‒20‒30‒1），Topic840と大きく
異なる。そのため，Topic842は，IFRS16と同様に，レシーが原則として全てのリースを使用権
モデルでオンバランスするという幅広い意味で一致しており15），両審議会は，それを共同プロジ
ェクトの重要な成果のひとつであるとしている（IASB［2016c：p.17］）。また，75％と90％とい
う数値基準についても，FASBは，Topic842がブライトラインに依拠しているわけではなく，
企業が分類基準を適用しやすいように一定のガイダンスを必要としていたことから，適用指針
として数値基準を設けたのであり，FLもOLもオンバランスされるということであれば，その
数値基準にオン・オフの境界線という意味合いはなく，以前からの批判も軽減されるであろう
としている（Topic842：par.BC73）。
　このように，Topic842ではFLもOLもオンバランスされるが，FLとOLが意味するところ
は異なることに注意しておきたい。もともと，現行基準の分類基準は，リースが原資産の売買
と同じ経済的実質をもつ場合を示したものであり，Topic842のFLは，その分類基準を満たす
ものであるから，そのような経済性をもつものとしてオンバランスされ，費用として減価償却
費と利息費用が計上される（Topic842：par.BC60，BC66，BC249）。これに対して，Topic842
のOLは，現行基準の分類基準を満たさないものであるから，原資産の売買とは異なる経済性
をもつものとしてオンバランスされる。すなわち，OLは，原資産の売買とは異なる権利と義
務をもたらし，リース期間中にレシーが原資産を使用することをレサーが認めているだけであ
るから，費用として減価償却費と利息費用を別々に計上するよりも，リース期間にわたって単
一のリース費用を定額で計上する方が，OLの経済性をより適切に反映するという理由で，FL
とは区別して処理されているのである（Topic842：par.BC61，BC67，BC253）。OLの経済性
は，リース期間にわたって均等額を支払い，原資産の使用から均等に経済的便益を得るものと
考えられており，したがって，FLのように減価償却費を定額法，利息費用を利息法で計算する
と，各期の費用総額はリース初期に多くなり，リース後期に少なくなることから，OLの経済
性を適切に反映しないというわけである（Topic842：par.BC49a）。
　つまり，Topic842のFLとOLは，ともにオンバランスされることに変わりはないが，現行
基準と同じく原資産の売買と経済的に同じか否かで分類されているのであり，原資産そのもの
の支配を獲得するか，原資産の使用に対する支配を獲得するかで区別されているのである
15） ただし，IFRS16では，短期リースと少額資産リースに免除規定がありオフバランス可能であるのに対し
て，Topic842では，少額資産リースに免除規定はなく短期リースだけがオフバランス可能である（Topic842‒
20‒25‒2，par.BC421）。
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（Topic842：par.BC56，BC70）。Topic842では，IFRS16と同様にレシーは使用権資産を認識す
るとしているが，FLの場合，それは使用権よりも原資産そのものに近い性質をもつといえよ
う。逆に，OLの場合，それは純粋な使用権としての性質をもつと考えられている。デュアル・
アプローチは，その違いを費用の認識の違いとして反映させているのである。
③　計算例
　具体的に，Topic842の会計処理を例示すると，設例 2のようになる。設例 2は，設例 1と同
様に，定額のリース料のみが毎期発生する単純なケースを想定している16）。
【設例 2：デュアル・アプローチ】
前提条件
（1）リース期間　 3 年（解約不能）
リース開始日　第 1 年度期首
（2）リース料　CU2,400を各年度末に支払う
割引率6.87％で計算したリース料総額の現在価値　CU6,313
（3）所有権の移転　ない
（4）使用権資産の償却方法　定額法，直接法
レシーの会計処理－FLの場合
日付 借 方 科 目 金額 貸 方 科 目 金額
第 1 年度 期首 使 用 権 資 産 6,313 リー ス 負 債 6,313
第 1 年度 期末 リー ス 負 債 1,966（*1） 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 434（*2）
減 価 償 却 費 2,104（*3） 使 用 権 資 産 2,104
第 2 年度 期末 リー ス 負 債 2,101 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 299（*4）
減 価 償 却 費 2,104 使 用 権 資 産 2,104
第 3 年度 期末 リー ス 負 債 2,246 現 金 預 金 2,400
利 息 費 用 154（*5）
減 価 償 却 費 2,105 使 用 権 資 産 2,105
（＊1）リース負債の償却額＝㵁ース料CU2,400－利息費用CU434（＊2）＝CU1,966
（＊2）利息費用＝㵁ース負債残高CU6,313×実効利子率6.87％＝CU434
（＊3）減価償却費＝原資産取得原価CU6,313÷㵁ース期間 3 年＝CU2,104
（＊4）利息費用＝㵁ース負債残高（CU6,313－CU1,966）×実効利子率6.87％＝CU299
（＊5）利息費用＝㵁ース負債残高（CU6,313－CU1,966－CU2,101）×実効利子率6.87％＝CU154
16） 設例 1と設例 2は，加藤［2015：95頁，100‒103頁］を参考にしている。
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レシーの会計処理－OLの場合
日付 借 方 科 目 金額 貸 方 科 目 金額
第 1 年度 期首 使 用 権 資 産 6,313 リー ス 負 債 6,313
第 1 年度 期末 リー ス 負 債 1,966（*1） 現 金 預 金 2,400
リー ス 費 用 2,400（*2） 使 用 権 資 産 1,966（*3）
第 2 年度 期末 リー ス 負 債 2,101 現 金 預 金 2,400
リー ス 費 用 2,400 使 用 権 資 産 2,101（*4）
第 3 年度 期末 リー ス 負 債 2,246 現 金 預 金 2,400
リー ス 費 用 2,400 使 用 権 資 産 2,246（*5）
（＊1） リース負債の償却額＝㵁ース料CU2,400－利息費用相当額CU434＝CU1,966。利息費用相当額の計算は，
FLの場合と同様である。すなわち，利息費用相当額＝㵁ース負債残高CU6,313×実効利子率6.87％＝
CU434。
（＊2） リース費用は，リースのコストをリース期間にわたり定額で配分した金額として計算される（ただし，原
資産の使用権から得られる便益の発生パターンをよりよく反映する方法があれば，その方法による）
（Topic842‒20‒25‒6，842‒20‒25‒8）。よって，定額のリース料のみが毎期発生する単純なケースでは，リー
スのコストはリース料総額だけであるから，リース費用の金額は毎期のリース料CU2,400と等しくなる。
（＊3） 使用権資産の残高は，リース負債の残高をもとに計算される（Topic842‒20‒35‒3）。この設例のように単純
なケースでは，リース費用の金額は毎期のリース料と等しく（＊2），使用権資産とリース負債は同額で償却さ
れていくことになる。つまり，減価償却費相当額＝リース費用 CU2,400－利息費用相当額 CU434（＊1）＝
CU1,966。
（＊4） 減価償却費相当額＝㵁ース費用CU2,400－利息費用相当額CU299＝CU2,101
（＊5） 減価償却費相当額＝㵁ース費用CU2,400－利息費用相当額CU154＝CU2,246
Ⅳ．おわりに
　本稿では，IFRS16を中心としながら，Topic842との違いを明らかにしてきた。 2 つの新しい
リース会計基準は，IASBとFASBが長年にわたって進めてきた現行基準を改定する共同プロ
ジェクトの成果として完成したものである。本稿で検討したレシーの会計処理について，現行
基準と新基準を比較すると，次の図表のようになる。
図表　レシーの会計処理の比較
現行基準
（IAS17，Topic840）
新基準
IFRS16 Topic842
????????????
オンバランス
（FLに分類）
オンバランス
（分類しない）
オンバランス
（FLに分類）
資産：リース資産
負債：リース負債
費用：減価償却費，利息費用
資産：使用権資産
負債：リース負債
費用：減価償却費，利息費用
資産：使用権資産
負債：リース負債
費用：減価償却費，利息費用
????? オフバランス
（OLに分類）
（＊1）
オンバランス（＊1）
（OLに分類）
資産：なし
負債：なし
費用：支払リース料
資産：使用権資産
負債：リース負債
費用：リース費用
（＊1） 解約可能であっても，12か月以内に解約オプションを行使しないことが合理的に確実であれば， 1 年超の解約不能期
間があるものとしてオンバランスすることになると考えられる。逆に，12か月以内に解約オプションを行使すること
が合理的に確実であれば，短期リースとしてオフバランスすることができると考えられる。
 IASBとFASBの新しいリース会計基準に関する比較考察（加藤） 25
　IFRS16とTopic842は，ともに使用権モデルに立脚し，その理論的根拠を概念フレームワー
クとの整合性に求めているという点で共通している。また，一部のリース（IFRS16では短期リ
ースと少額資産リース，Topic842では短期リース）はオフバランス可能であるが，それは例外
的な免除規定であり，レシーは原則として全てのリースをオンバランスするという点も共通し
ている。現行基準でリースのほとんどがOLとしてオフバランスになっていることからすれば，
これは共同プロジェクトの重要な成果であるといえよう。しかし，レシーの会計処理には大き
な違いがある。IASBとFASBは，レシーの費用の認識について異なる結論に達したことから，
IFRS16ではシングル・アプローチ，Topic842ではデュアル・アプローチが採用されており，コ
ンバージェンスが達成されているようには見えない。
　また，本稿では詳細に検討していないが，レサーの会計処理について，新基準は，ED1もED2
も棄却して，現行基準のリスク・経済価値モデルを実質的に引き継ぐものとなっている（IFRS16：
par.BC231，Topic842：Summary p.1，p.4）17）。すなわち，IFRS16では，レサーは，IAS17の分
類基準のいずれか 1 つを満たす場合はFL，それ以外の場合はOLに分類し，FLは「原資産の
売買」，OLは「原資産の賃貸借」として処理するが，その取扱いは IAS17と概ね同じである
（IFRS16：par.61‒88）。また，Topic842では，レサーは，分類基準（IAS17と同様であるが，先
述のように数値基準が明記されている）のいずれか 1 つを満たす場合は販売型リース（sales-
type lease），それ以外の場合は直接金融リース（direct ﬁ nancing lease）またはOLに分類し18），
販売型リースと直接金融リースは「原資産の売買」，OLは「原資産の賃貸借」として処理する
が，その取扱いは概ねTopic840と同じである（Topic842‒10‒25‒2から842‒10‒25‒3，842‒30‒25
‒1から842‒30‒45‒7）19）。そのため，IAS17とTopic840でレサーの会計処理に違いがあった部分
も，そのままIFRS16とTopic842に引き継がれることとなり（IFRS16：par.BC310，Topic842：
par.BC426），この点でもコンバージェンスは先送りにされたように見える20）。
17） ED1とED2のレサーの会計処理については，加藤［2015：97‒103頁］を参照。
18） 両者の区別について，①リース料総額と残価保証額の合計額の現在価値が原資産の公正価値と概ね一致
（90％以上）しており，かつ，②リース料総額と残価保証額の回収可能性が高い場合は直接金融リース，そ
れ以外の場合はOLに分類する（Topic842‒10‒25‒3，842‒10‒55‒2）。
19） Topic840におけるレサーのリースの分類（レバレッジド・リースを除く）について補足しておくと，
Topic840の分類基準のいずれか 1 つを満たし，それに加えて，①リース料総額の回収可能性を合理的に予測
することができ，かつ，②レサーに追加的な費用負担が発生しないことについて重要な不確実性がない場合
は販売型リースまたは直接金融リース（原資産の公正価値と帳簿価額に違いがあり，レサーに製造業者また
は販売業者としての販売損益が発生する場合は販売型リース，そうでない場合は直接金融リース），それ以
外の場合は OL に分類するとしていた（Topic840‒10‒25‒1，840‒10‒25‒42から840‒10‒25‒43）。よって，
Topic840とTopic842でリースの分類方法は異なるが，いずれにせよ，販売型リースと直接金融リースは「原
資産の売買」，OLは「原資産の賃貸借」として処理することに変わりはない。なお，Topic842では，リース
の分類方法を変更した主な理由として，Topic606の収益認識の考え方と整合性をもたせるためであるとして
いる（Topic842：par.BC92‒BC96）。
20） Topic842では，Topic606の収益認識の考え方と整合性をもたせるため，とくに直接金融リースにおける販
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　両審議会がレサーの会計処理を実質的に変更しないことにした主な理由は，現行基準のレサ
ーの会計処理に重要な問題があることは指摘されておらず，財務諸表利用者のニーズを概ね満
たしているといえるので，現行基準を大きく変更しても，コストを上回るベネフィットは得ら
れないと考えられたからである。また，レシーの会計処理は使用権モデル，レサーの会計処理
はリスク・経済価値モデルであるため，会計処理の対称性に問題があることも検討されたが，
コメント・レターなどのフィードバックによれば，財務諸表利用者は一般に企業ごとに財務分
析を行っており，レシーとレサーを関連づけて分析していないことから，会計処理の対称性は
必要不可欠なものではなく，レシーの会計処理を改善することが共同プロジェクトの最も重要
な目的であることを確認したとしている（IFRS16：par.BC57‒BC66，Topic842：par.BC89‒
BC90）。しかしながら，理論的に考えれば，レシーとレサーの会計処理は対称的であるのが自
然な形であろう。
　このように，IFRS16とTopic842は，レシーの会計処理に大きな違いがあり，レサーの会計
処理にも違いが残されたままであり，共同プロジェクトによってコンバージェンスが達成され
たとはいえない結果に終わっている。しかも，レシーとレサーの会計処理は対称的ではなく，
新基準が適用されたときには，いくつかの問題点が指摘され，あるいは批判されることになる
かもしれない。日本の企業会計基準委員会（ASBJ）がどのような針路をとるのか，今後の行方
に注目しておきたい。
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